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貸出金：期末残高

 

２兆６，９３８億円

年伸率：＋１．７％

 

増加額：＋４６６億円

（一般貸出金増加率：＋０．１％、地公体等：+１３．６％

個人ローン：+７．８％）

コア業務純益：１０３億円

前年同期比

 

△３億９百万円

不良債権比率

２．８％
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預金等：期末残高

 

３兆２，８２６億円

年伸率：＋３．９％

 

増加額：＋１，２４２億円

預り資産：１．８％超の伸び

経常利益：２６億４百万円

中間純利益：１６億円

資金利益の減少や景況の悪化などによる与信費用の高止

まりから前年同期比、各々計４億円の減少

不良債権残高

７７１億円

分配可能額

４７６億円

自己資本比率（単体）

１０．３９％

２１年９月期決算の概要２１年９月期決算の概要

•２１年９月末の貸出金残高は、前年同期末比４６６億円（＋１．７％）増加の２兆６，９３８億円
•２１年９月末の預金等残高は、前年同期末比１，２４２億円（＋３．９％）増加の３兆２，８２６億円
•コア業務純益は、前年同期比３億円の減益となるも、１０３億円

•２１年９月末の貸出金残高は、前年同期末比４６６億円（＋１．７％）増加の２兆６，９３８億円
•２１年９月末の預金等残高は、前年同期末比１，２４２億円（＋３．９％）増加の３兆２，８２６億円
•コア業務純益は、前年同期比３億円の減益となるも、１０３億円
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収益の推移
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利益の状況利益の状況

増減額 増減率

1 業務粗利益 286 12 4.7
2 資金利益 252 △ 5 △ 2.2
3 役務取引等利益 19 △ 4 △ 19.4

4 その他業務利益 14 23 -
5 （うち債券５勘定尻） 2 20 -
6 （うち金融派生商品等） 11 2 32.7
7 経費（△） 180 △ 4 △ 2.4
8 実質業務純益 105 17 19.7

9 コア業務純益 103 △ 3 △ 2.9

10 一般貸倒引当金繰入額（△） 23 1 7.0
11 業務純益 82 15 23.8
12 臨時損益 △ 56 19 △ 55.1

13 不良債権処理費用（△） 51 △ 7 △ 13.3
14 株式等関係損益 4 △ 29 △ 85.8
15 その他 △ 9 1 △ 11.7

16 経常利益 26 △ 4 △ 13.6

17 特別損益 3 △0 4.5

18 税引前中純利益 29 △ 4 △ 12.6

19 中間純利益 16 △ 4 △ 23.2

実績
前  年  比

２１年９月期の収益状況２１年９月期の収益状況

増減額〔△5億円〕の内訳

（増益要因）
①預金利息等減13億円

（減益要因）
①貸出金利息減

 

10億円
うち、Ｖ要因：7億円

Ｒ要因：△17億円
②スワップ取引

 

4億円
③有証利息減

 

4億円など

株式等関係損益の内訳

①株式等売却益

 

16億円
②株式等売却損（△）1億円
③株式等償却（△）

 

10億円

信用コスト〔７４億円〕の内訳

①一般貸倒引当金繰入23億円
②個別貸倒引当金繰入51億円

•資金利益は、市場金利の低下等による利鞘の縮小から前年同期比５億円減少の２５２億円
•役務取引等利益は、市況の低迷による投信等の販売低迷により前年同期比４億円減少の１９億円
•信用コストは前年同期比６億円減少し、株式関連損益も前年同期比２８億円減少

•資金利益は、市場金利の低下等による利鞘の縮小から前年同期比５億円減少の２５２億円
•役務取引等利益は、市況の低迷による投信等の販売低迷により前年同期比４億円減少の１９億円
•信用コストは前年同期比６億円減少し、株式関連損益も前年同期比２８億円減少

(億円、%)
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運用・調達実績運用・調達実績

(％)

1 1.774 △ 0.133

貸出金利回り 2 1.957 △ 0.133

有価証券利回り 3 1.167 △ 0.066

4 0.206 △ 0.076

（預金等利回り） 5 0.207 △ 0.095

<円預貸金利回差> 6 1.752 △ 0.060

7 1.376 △ 0.127

8 0.398 △ 0.006 総資金利鞘

項          目

 資金運用利回り

 預金利回り

２１年９月期 前年同期比

 資金調達原価

増減額 増減率

貸 出 金 26,888 699 2.6%

有 価 証 券 5,293 △ 374 △6.6

預 金 等
（ NCD を 含 む ） 32,380 948 3.0%

預 り 資 産 残 高
（ 末 残 ） 4,911 92 1.8%

21年９月期
前年同期比

項         目

期中平残期中平残

利回り等利回り等

利回り等推移

•貸出金平残は、前年同期比６９９億円（＋２.６％）の伸び
•円預貸金利回差は、前年比０.０６０％縮小の１.７５２％へ

•貸出金平残は、前年同期比６９９億円（＋２.６％）の伸び
•円預貸金利回差は、前年比０.０６０％縮小の１.７５２％へ
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0.282 0.206

0.058

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

17/9 18/9 19/9 20/9 21/9

(%)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

(%)

円預貸金利回差

貸出金利回り

有価証券利回り

預金利回り（右目盛）

（億円）



66

貸出金の推移貸出金の推移

    項                  目 17/9 18/9 19/9 20/9 21/9
期　　末　　残　　高 21,665 23,413 25,419 26,471 26,938
　　　増　　加　　額 1,578 1,748 2,005 1,052 466
　　　伸　　び　　率 7.8 8.0 8.5 4.1 1.7
地 銀 平 均 伸 び率 1.6 3.2 2.6 2.9 4.4

（当行一般貸出金残高） (19,966) (21,552) (23,114) (24,003) (24,789)
（　　　　　　　増　加　額） (1,448) (1,586) (1,562) (889) (786)
（　　　　　　　伸　び　率）　 (7.8) (7.9) (7.2) (3.8) (3.2)

(億円、％）
貸出金の推移貸出金の推移

0

4,000

8,000

12,000

16,000

17/9 18/9 19/9 20/9 21/9

事業性貸出 個人ローン 地公体等

4.0

15.1

7.4

7.8

 9.2

18.8

6.8

 8.2

 65.7

0.8

 8.2

   4.0

0.1

 7.8

  13.6

一般事業性貸出及び個人ローンの推移
数字は伸び率（％）（億円）

12.9% 13.5% 14.3% 14.8%

14.7% 14.7% 15.2%

15.2%

69.6%70.0%71.1%71.8%

72.4%

15.2%14.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

17/9 18/9 19/9 20/9 21/9

当行 他の銀行 信用金庫

•貸出金残高の伸びは鈍化するも、一般貸出金（地公体、財務省向け等特殊貸出を除く）は、前年同期比７８６億円（＋３．２％）の増加
•特に、個人ロ－ンは、＋７.８％の伸びを維持
•県内シェアは、前年同期比０．４％上昇し、１５．２％

•貸出金残高の伸びは鈍化するも、一般貸出金（地公体、財務省向け等特殊貸出を除く）は、前年同期比７８６億円（＋３．２％）の増加
•特に、個人ロ－ンは、＋７.８％の伸びを維持
•県内シェアは、前年同期比０．４％上昇し、１５．２％

県内金融機関貸出金シェアの推移
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預金等残高預金等残高・預り資産・預り資産残高の推移残高の推移

1,237
1,661 1,941 2,176 2,223

1057

1480
1849 1355 1170

999 1287 1516
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6,000
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(億円)

国債 投信 保険

458

702
2,752

  3,844

 4,790  4,819  4,911

24,497
21,900 22,093

23,734
22,790

7,065
6,525

8,155
7,289 7,059
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10個人 法人

当行伸び率 地銀伸び率

    項                   目 17/9 18/9 19/9 20/9 21/9
    預金残高 （末残） 28,425 29,159 30,079 30,793 32,652
    　　　　　　伸び率 3.0 2.6 3.2 2.3 6.0
    　　　　 地銀平均 1.3 1.2 2.2 1.4 2.4
　　NCD残高（末残） 15 374 1,100 789 173
    預 り 資 産 残 高 2,752 3,844 4,790 4,819 4,911
    　　　　　　伸び率 60.5 39.6 24.6 0.6 1.8

（億円、％）

（億円）
預り資産残高の推移

（％）

預金等の推移預金等の推移

預金残高の推移

・預金等残高(ＮＣＤを含む)は、前年同期末比１，２４２億円増加の３兆２，８２６億円で増加率３．９％と地銀平均を上回る
・特に、個人預金等は、前年同期末比＋７６２億円の２兆４,４９７億円と順調に増加
・利回りの高いＮＣＤの残高は前年同期比△６１６億円の１７３億円
・預り資産等残高は、前年同期比９２億円増加の４，９１１億円

・預金等残高(ＮＣＤを含む)は、前年同期末比１，２４２億円増加の３兆２，８２６億円で増加率３．９％と地銀平均を上回る
・特に、個人預金等は、前年同期末比＋７６２億円の２兆４,４９７億円と順調に増加
・利回りの高いＮＣＤの残高は前年同期比△６１６億円の１７３億円
・預り資産等残高は、前年同期比９２億円増加の４，９１１億円
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役務利益および経費の推移役務利益および経費の推移

経費及びコアＯＨＲの推移

9,238 9,207 9,301 9,331 9,077

1,004
984 991

983
963

7,044 7,709
7,772 8,204

8,024

61.49%
62.20%

60.90% 63.57% 63.68%
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10,000

12,000
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16,000
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(百万円)

50%

60%

70%

人件費 物件費

税金 コアＯＨＲ

役務利益の推移

733
966

1,222

613 461

404

472

618

520

347

66

52

98

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

17/9 18/9 19/9 20/9 21/9

（百万円）

投信関連 保険窓般 国債等 その他（為替手数料等）

115

180

（

 

）内は、役務利益合計

（2,900）
（2,962）

（3,181）

（2,402）

（1,934）

•投信手数料の減少を主因に、役務取引等利益は前年同期比４億６７百万円減少の１９億３４百万円
•コアＯＨＲは６３.６８％へ上昇

•投信手数料の減少を主因に、役務取引等利益は前年同期比４億６７百万円減少の１９億３４百万円
•コアＯＨＲは６３.６８％へ上昇

1,583 1,409

1,243

1,203

1,074

（

 

）内は、経費合計

（17,287）
（17,901）（18,066）

（18,519）
（18,065）

1,317

1,553 1,938

1,199

860
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貸出金の状況貸出金の状況

2,146 2,298 2,355 2,671 2,349

24,58923,80023,06321,11619,520

91.3%89.9%90.7%
90.2%

90.1%

0

5,000
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20,000

25,000

30,000

17/9 18/9 19/9 20/9 21/9

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

県内 東京等 県内比率

中小企業向け等貸出金の推移

（億円）

地域向け貸出金の推移

業種別構成割合の地銀平均比較（２１／９月末）

•貸出金の業種別構成で、不動産業向け、住宅ローン等が地銀平均を上回る
•中小企業向け等貸出金比率は８１.１％、地域向け貸出金比率は９１.３％と引続き高い水準を維持

•貸出金の業種別構成で、不動産業向け、住宅ローン等が地銀平均を上回る
•中小企業向け等貸出金比率は８１.１％、地域向け貸出金比率は９１.３％と引続き高い水準を維持

※上記は日銀報告ベース（当行では、アパート・マンションローンに

 
ついて２１年６月より「不動産業」に分類しております。

18,214 19,631
21,286 21,459 21,854

3,452 3,781 4,132 5,012 5,085

81.1%81.1%83.7%83.8%84.0%

0
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中小企業等    〃    以外 中小企業等比率

当行
（２１／９）

第１地銀
平均

（２１／６）
平均比

製造業 11.9％ 14.1％ △2.2％

農業・林業・鉱業 0.3％ 0.5％ △0.2％

建設業 5.7％ 4.4％ 1.3％

電気・ガス・熱供給・水道業 0.5％ 0.9％ △0.4％

情報通信業 0.3％ 0.7％ △0.4％

運輸業 3.4％ 3.3％ 0.1％

卸売・小売業 9.1％ 11.7％ △2.6％

金融・保険業 2.1％ 3.9％ △1.8％

不動産業 17.4％ 11.6％ 5.8％

各種サービス業 9.6％ 11.5％ △1.9％

地方公共団体 5.0％ 8.4％ △1.5％

その他（住宅ローン等） 34.7％ 29.0％ 5.7％

計 100.0％ 100.0％

（億円）
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不動産業に対する貸出金について不動産業に対する貸出金について

•不動産業に対する貸出金（アパマン除き）は１９年９月比６０５億円減少
•アパートマンションローンは同期間で５４０億円増加

•不動産業に対する貸出金（アパマン除き）は１９年９月比６０５億円減少
•アパートマンションローンは同期間で５４０億円増加

10

（単位：億円）

１８／９ １９／９ ２０／９ ２１／９ １９／９との差
構成比 直近ﾋﾟｰｸ 構成比 構成比 構成比 構成比

2,322 10.1% 2,822 11.4% 2,560 10.1% 2,217 8.4% △605 △3.0%不動産業合計

【旧区分】

（単位：億円）

１８／９ １９／９ ２０／９ ２１／９ １９／９との差
構成比 直近ﾋﾟｰｸ 構成比 構成比 構成比 構成比

法人 2,080 51.0% 2,354 50.4% 2,281 49.2% 1,962 42.6% △392 △7.8%
うち不動産ﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ 196 4.8% 214 4.6% 193 4.2% 172 3.7% △42 △0.9%

個人による貸家業（ｱﾊﾟｰﾄﾏﾝﾝｼｮﾝ） 1,755 43.1% 1,848 39.6% 2,077 44.8% 2,388 51.9% 540 12.3%
土地開発公社等 241 5.9% 467 10.0% 277 6.0% 254 5.5% △213 △4.5%
不動産業合計 4,076 17.7% 4,669 18.8% 4,635 18.2% 4,604 17.4% △65 △1.4%

【新区分】

2 ,080 2,354 2,281 1,962

1,755
1,848 2,077 2,388

241 467
277 254

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

１８／９ １９／９ ２０／９ ２１／９

（億円）

法人 個人による貸家業（ｱﾊﾟｰﾄﾏﾝﾝｼｮﾝ） 土地開発公社等

(4,076) (4,669) (4,635) (4,604)
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不良債権の状況①不良債権の状況①

•平成２１年９月末の不良債権残高は７７１億円と平成２１年３月末比＋１９億円増、不良債権比率は２.８３％と、同０.１％上昇
•信用コスト額は上半期７４億円、平成２１年度通期は１１７億円を予想。信用コスト率は上半期０．５５％、通期０．４３％予想

•平成２１年９月末の不良債権残高は７７１億円と平成２１年３月末比＋１９億円増、不良債権比率は２.８３％と、同０.１％上昇
•信用コスト額は上半期７４億円、平成２１年度通期は１１７億円を予想。信用コスト率は上半期０．５５％、通期０．４３％予想

不良債権比率と信用コスト率の推移

※地銀平均の不良債権比率（21/9）および信用コスト比率は、当行計算値

294 273

302 292 289

317 325

306 227 231
141 173

161163129
0

200

400

600

800

1000

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２１／９

億円

破産更正債権等 危険債権 要管理債権

（682）（737） （681） （752）
（

 

）内は、不良債権額
（771）

不良債権残高（再生法ベース）の推移
（単位：％）

11

2325

42
27

51

-14

40

-4-1

140

-50

0

50

100

150

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２１／９

億円

一般貸倒引当金 個別貸倒引当金

信用コストの推移

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２１／９

不良債権比率（当行） 3.21 2.75 2.55 2.73 2.83 

不良債権比率（地銀） 4.49 3.98 3.70 3.24 3.22 

信用コスト率（右目盛り・当行） 0.05 0.17 0.09 0.68 0.55 

信用コスト率（右目盛り・地銀） 0.48 0.42 0.42 0.53 0.36 

2.83

3.21
2.75 2.55

2.73

3.24
3.22

4.49
3.98

3.70

0.05

0.55

0.68

0.17
0.09

0.48
0.53

0.42
0.36

0.42

0

1

2

3

4

5

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２１／９

％

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8％

不良債権比率（当行） 不良債権比率（地銀）

信用コスト率（右目盛り・当行） 信用コスト率（右目盛り・地銀）
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（億円）

不良債権の状況不良債権の状況②②

業種別開示債権残高・構成比の推移

•業種別開示債権残高は、平成２１年３月末比では、建設業および不動産業が増加（建設業９億円、不動産業３７億円）
•個別貸倒引当金繰入額における不動産業の比率は平成２０年度の５５％から平成２１年度上期は４７％に低下

•業種別開示債権残高は、平成２１年３月末比では、建設業および不動産業が増加（建設業９億円、不動産業３７億円）
•個別貸倒引当金繰入額における不動産業の比率は平成２０年度の５５％から平成２１年度上期は４７％に低下

業種別個別貸倒引当金繰入額・構成比の推移
（億円）

12

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２１／９

開示債権計 737 682 681 752 771

製造業 84 72 82 72 70

11% 11% 12% 10% 9%

建設業 60 67 68 119 128

8% 10% 10% 16% 17%

卸売・小売業 89 95 85 75 77

12% 14% 12% 10% 10%

不動産業 218 171 162 219 256

30% 25% 24% 29% 33%

サービス業 107 98 107 83 70

15% 14% 16% 11% 9%

運輸・通信業 37 39 39 23 22

5% 6% 6% 3% 3%

その他 139 136 136 156 140

19% 20% 20% 21% 18%

１９上 １９下 １９通 ２０上 ２０下 ２０通 ２１上

個別貸倒引当金計 7 19 27 58 81 140 51

製造業 0 3 4 3 16 19 3

11% 19% 17% 6% 20% 14% 6%

建設業 0 1 2 1 7 8 6

11% 8% 9% 3% 9% 6% 12%

卸売・小売業 2 1 3 1 3 5 3

34% 5% 14% 2% 5% 4% 6%

不動産業 0 0 0 38 39 77 24

-6% 3% 1% 65% 48% 55% 47%

サービス業 4 11 15 12 6 19 7

54% 59% 58% 21% 8% 14% 14%

運輸・通信業 0 0 0 0 5 6 5

-3% 3% 1% 1% 7% 4% 10%

その他 0 0 0 1 3 5 3

-12% 2% -2% 3% 4% 3% 6%
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①その他証券の内訳（評価損益）

・株式投信

 

５１億円
（△１０億円）

・ＲＥＩＴ

 

２億円
（

 

０億円）
・外債組入

 

１８億円
（△

 

３億円）
・私募投信

 

１２７億円
（△

 

７億円）
・投資事業組合

 

１８億円
（

 

ー億円）
合計

 

２１８億円
（△２０億円）

②ＣＤＯについて（評価損益）

・ＣＤＯ１銘柄

 

２億円（２億円）

保有有価証券の状況保有有価証券の状況

•有価証券は国債、地方債を中心とした積増しにより増加。投資信託や証券化商品のリスクも限定的
•平成２１年９月末の保有株式は、３７２億円とＴｉｅｒ１（１，４１８億円）の２６％

•有価証券は国債、地方債を中心とした積増しにより増加。投資信託や証券化商品のリスクも限定的
•平成２１年９月末の保有株式は、３７２億円とＴｉｅｒ１（１，４１８億円）の２６％

(6,460)
(6,099)

(5,231)
(4,985)

( )内は、有価証券合計

(4,659)

有価証券残高の内訳推移

2,559
1,948 1,570 1,649

1,032
1,240

1,214 1,198
1,329

1,176
1,386

1,304 1,175
1,054

523
411

316
236

272

718
666

482
337

372

1,457

150
134

44
37

92

302
314

300
219

218

225
246

2

-66

35

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２１／９

（億円）

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

（億円）

国債 地方債 社債 円建外債

外貨建外債 その他証券 株式 含み損益（右目盛）

（６，４６０）
（６，０９９）

（５，２３１）

（４，６５９）
（４，９８５）
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資本の状況資本の状況

760
941 941 941 941

452 548 476466299

414
416 516 499 517

10.40 10.3910.3910.52
9.28

6.67
7.83 7.93 7.75 7.61

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

17/9 18/9 19/9 20/9 21/9

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

剰余金等 資本金・準備金

Tier2等 自己資本比率(右目盛り)（億円） （％）

自己資本比率等の推移

（1,958）（1,911）（1,824）

（1,474）

（

 

）内は、自己資本額

（1,935）

•２１年９月期の自己資本比率は、１０.３９％と前年比０．０１ポイントの低下
•２１年９月期のＴｉｅｒ1比率は７．６１％

 

コアＴｉｅｒ１比率は６．６％

•２１年９月期の自己資本比率は、１０.３９％と前年比０．０１ポイントの低下
•２１年９月期のＴｉｅｒ1比率は７．６１％

 

コアＴｉｅｒ１比率は６．６％

▲

 

Ｔｉｅｒ１比率
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（単位：億円）

単体

中 間 純 利 益 13 16 △ 2 85.50

連単比率(%)

113.75

96.19

390

26

443

項   目
連結

21/9期
連単差額

△025

53経 常 収 益

経 常 利 益

ぶぎんぶぎんグループの決算状況グループの決算状況

（単位：億円）

自 己 資 本 比 率 （ ％ ） 10.47 10.58 △ 0.11

443

25

20/9期

475

34

20

項   目

経 常 収 益

21/9期

△ 7

前年比

13

△ 31

△ 8経 常 利 益

中 間 純 利 益

連単比較連単比較

前年比較前年比較

・２１年度の連結経常収益は、４４３億円（前年比３１億円の減収）、中間純利益は、１３億円（前年比７億円の減益）・２１年度の連結経常収益は、４４３億円（前年比３１億円の減収）、中間純利益は、１３億円（前年比７億円の減益）
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第２章
 
主な業務運営施策



1717

法人部門の戦略法人部門の戦略

19,033 18,873 19,148 19,134

18,316 18,037

19,000

4,186
4,510

4,850 5,145 5,030 4,782 5,000

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

17年3月 18年3月 19年3月 20年3月 21年3月 21年9月 22/3予想

（先数）

法人先数

うち年商5億円以上

貸出先数の推移

○新規開拓活動の強化

・支店支援チーム、企業担当者による県内主要取引先の

開拓

○付加価値の高いサービスの提供

・専担者の配置によるビジネスマッチング業務の強化

・外為取引、事業承継、４０１Kなどの法人コンサル

ティング分野にも注力

○総合取引の推進

・給振元受、総合振込、ＦＢ等の日常取引や預金取引

の推進徹底

事業性貸出金（年商階層別）推移
期末月月中平残

1,486 1,525 1,469 1,298 1,301 1,287 908
0

2,728 2,857 2,923 2,738 2,686 2,690

0

9,555

14,010

2,648

7,137 7,791 8,472 9,527

9,495

9,990

0.3%

-2.8%

2.9%

2.8%

5.2%
5.4%

6.8%

4.4%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

１７/３ １８/３ １９/３ ２０/３ ２０/９ ２１/３ ２１/９ ２２/３予想

(億円）

-4%

-2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

年商１億円未満 １～５億円未満

５億円以上 事業性貸出金年伸率

○重点シェアアップ先への取組強化、肩代わりの推進
によるボリュームの拡大

○業種別推進態勢の強化（キーワード；医療福祉、農業）
○法人営業のスキルアップ支援
○格付や保全状況に応じた付利の徹底

良質貸出金の増強

法人取引基盤の強化

・競争激化の中で基盤構築を・競争激化の中で基盤構築を

(13,111)( )は合計
(13,967)(13,482)(13,563)

(12,864)

(12,173)
(11,351)



18

0.6

0.79

0.52

0.66

0.5

0.2

0.4

0.6

0.8

1

１７／３ １７／９ １８／３ １８／９ １９／３ １９／９ ２０／３ ２０／９ ２１／３ ２１／９ ２２／３

18

個人部門の戦略個人部門の戦略

4,788

5,610
6,138

6,787
7,466

2,620

2,687

2,786

3,133
3,247

7,571

2,458

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

１７/３ １８/３ １９/３ ２０/３ ２１/３ ２１/９ ２２/３（予想）

アパマン等

住宅ローン

有担保型ローン残高推移

○地元資産家層に対する推進強化

○住宅ローン借換キャンペーンを利用した推進

○新築住宅に加え二次流通(新古)案件への取組み強化

○環境住宅を対象とした住宅ローンの取扱い

「エコハウスローン」など

○相談対応、延滞削減への取組み充実
・「金融円滑化推進委員会」の設置
・営業店、本部専門部署など全行あげた態勢の整備

（返済相談窓口の設置、オートコールの強化）

○肩代わり防衛、特約期間終了期日の管理徹底

(億円）

（7,246）
（8,230） （8,825）

（9,573）

（10,599）（

 

）内は、合計 （10,818）

推進態勢の強化

管理態勢の強化

•環境厳しい中、優良資産を積み上げ•環境厳しい中、優良資産を積み上げ

住宅ローン延滞率推移
(％）

ローン管理室（現ﾛｰﾝ

 

ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）設置

徐々に低下傾向

延滞率ピーク

（11,209）



1919

調達部門の戦略調達部門の戦略

466

677 726

479

149

145

237
270

291

248

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3（予想）

（億円）

国債
保険商品

投資信託
(1,270)

(1,390) (1,499)

預り資産販売額推移

○販売体制強化

・各店ＦＡ２名体制確立、外訪活動の強化

・証券ＯＢを活用した帯同訪問等、育成態勢の充実

・非対面チャネルの充実

○商品
・保障性生保商品への取組み強化

・投信・保険商品の新商品導入

○個人

・総合取引の強化(年金・給振等集まる預金の体制構築)

・新商品導入の検討

・退職金運用商品のリニューアル

○法人

・メイン化推進による預金・機能取引の充実

預り資産

預 金

預金残高推移

21,743 21,933 22,478 23,398 24,143 24,497

32,684

6,302 6,873 7,172 7,034 7,603
8,155

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 21/9 22/3（予想）

法人預金

個人預金

•新商品導入、サポートの充実など•新商品導入、サポートの充実など

(億円）

87%

13%インバン利用件数

窓口利用件数
19%

81%

導入後5ヶ月間（平成20年6月～10月） 導入1年後　同期間（平成21年6月～10月）

(1,124)

(693)

(800)

( )は合計

(33,203)(32,652)( )は合計 (31,746)
(30,432)(29,650)

(28,045) (28,806)
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２２年３月期の業績予想２２年３月期の業績予想
 
～黒字回復必達！～～黒字回復必達！～

２２／３期予想 前年実績 比較

552 500 52
資金利益 500 523 △ 23
役務利益 40 40 0

12 △ 63 75
△ 5 △ 79 74
358 360 △ 2
193 140 53
21 40 △ 19

173 99 74
200 219 △ 19

△ 118 △ 180 62
96 140 △ 44
1 △ 16 17

その他 △ 23 △ 24 1
55 △ 81 136

特別損益 9 6 3
64 △ 74 138
28 33 △ 5
36 △ 41 77

10.22 10.10 0.12

（億円、％）
単体ベース

業務粗利益

経費（臨時費用を除く）  （△）

その他業務利益

実質業務純益
一般貸倒引当金 （△）

業務純益

   うち、債券５勘定尻

コア業務純益

臨時損益
不良債権処理費用  （△）
株式等損益

自己資本比率

経常利益

税引前利益
法人税等及び調整額 （△）

当期純利益

＜連結／通期

 

予想＞

 

・経常利益

 

４６億円

 

・当期純利益

 

２８億円

＜予想の前提＞
○貸出金（末残）

事業性

 

＋６０億円
個人ローン

 

＋５００億円

○預貸金利回り
①貸出金 2.077%⇒1.944%

（△0.133%）
②預金等 0.272%⇒0.204%

（△0.068%）
③預貸金利回り差1.805%⇒1.740%

①－②

 

（0.065%悪化）

○資金利益

 

△２３億円
＜増減要因＞

貸出金利息減少

 

△２３億円
預金等減少

 

＋６億円
有価証券利息減少

 

△６億円

○有価証券等関係損益改善
△９５億円→△４億円

○信用コスト減少
１８０億円→１１７億円
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中期経営計画の進捗状況中期経営計画の進捗状況

ボリューム

指

標

貸出金平残

最終年度
当初計画

（２２年３月期）

最終年度
当初計画

（２２年３月期）

預金等平残

コ ア 業 務 純 益

28,600億円

33,400億円

(＋5,500億円）

(＋4,100億円）

(＋4,100億円）

285億円

経 常 利 益 235億円

当 期 純 利 益 140億円

コ ア Ｒ Ｏ Ａ 0.75%

Ｒ Ｏ Ｅ 7.3%

コ ア Ｏ Ｈ Ｒ 55%

自 己 資 本 比 率 10%以上

不 良 債 権 比 率 1%台

預り資産残高(末残) 8,500億円

分 配 可 能 額 770億円

収
益
力
／
効
率
性

健
全
性

最終年度
着地予想

（２２年３月期）

最終年度
着地予想

（２２年３月期）

26,993億円

32,684億円

200億円

55億円

36億円

0.57%

2.47%

64.24%

10.22%

2%台前半

5,990億円

486億円

２年目実績
（２１年３月期）

２年目実績
（２１年３月期）

26,440億円

31,542億円

219億円

△81億円

△41億円

0.64%

－

62.14%

10.10%

2.73%

5,404億円

430億円

中計スタート台
（１９年３月期）

中計スタート台
（１９年３月期）

23,102億円

29,254億円

(＋3,891億円）

(＋3,430億円）

(＋1,686億円）

235億円

183億円

117億円

0.72%

7.45%

59.92%

10.51%

2.75%

4,304億円

461億円

(＋3,338億円）

(＋2,288億円）

(＋

 

1,100億円）



22

２４年度２３年度２２年度

22

次期中期経営計画の概要次期中期経営計画の概要

お客さまからの信頼を
勝ち得る人材

お客さまからの信頼を
勝ち得る人材

どのような環境変化にも
耐えうる財務体質・収益力

どのような環境変化にも
耐えうる財務体質・収益力

磐石な顧客基盤磐石な顧客基盤

営業推進態勢の改革営業推進態勢の改革 人材育成の徹底人材育成の徹底 経営管理態勢の高度化経営管理態勢の高度化

新計画の方向性

グループ力の強化グループ力の強化

•厳しい環境下での勝ち残りに向けて•厳しい環境下での勝ち残りに向けて

中計前半（態勢整備のフェーズ）

態勢整備にもとづいた成長戦略の具現化態勢整備にもとづいた成長戦略の具現化
・店舗網の再編
・営業推進態勢の改革（事務面含む）
・収益リスク管理面の強化
・組織態勢の改革

・店舗網の再編
・営業推進態勢の改革（事務面含む）
・収益リスク管理面の強化
・組織態勢の改革

２２年１０月
収益リスク管理ｼｽﾃﾑ本格稼働

２２年１０月
収益リスク管理ｼｽﾃﾑ本格稼働

２３年１０月
新融資支援システム全店稼働

２３年１０月
新融資支援システム全店稼働

中計後半（更なる成長のフェーズ）
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本日は、弊行会社説明会にご参加いただきまして

 誠に有り難うございます。

 
本日配布致しました資料に記述されている将来の

 業績予想及び未確定の目標値等は、経営環境の変

 化等に伴い変化し得ることにご留意ください。

本日の説明に関するご照会先

武蔵野銀行

 
総合企画部

 ℡

 
０４８－６４１－６１１１（代）

担当：松本・田邉（広報・IRｸﾞﾙｰﾌﾟ）
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埼玉県の魅力埼玉県の魅力

１.巨大なマーケットの中心に位置

1都6県と隣接、日本の人口の1/3（約4千万人を抱える）首都圏の巨大マーケット

２.交通網の発達

（１）発達した道路交通網

「関越」・「東北」・「常磐」自動車道がそれぞれ南北に縦断するとともに
「東京外環自動車道」は東西に横断している。

（２）鉄道網の充実

大宮を基点とした「東北」・「秋田」・「山形」・「上越」・「長野」新幹
線網により主要都市と直結している。

３.多種多様な製造業が集積

（１）多種多様な製造業

自動車関連産業を主体に多種多様な地場産業などがあります。
⇒川口市(金型・鋳物)、さいたま市(光学機器)等



3

埼玉県の魅力埼玉県の魅力

（２）埼玉県の製造業立地件数

平成19年埼玉県の製造業等立地件数 第6位 71件

平成20年埼玉県の製造業等立地件数 第7位 63件

４.大学・研究機関が集結

（１）埼玉県内250以上の研究機関が立地

（２）埼玉県内に59の大学キャンパスを有する ⇒ 当行の産学連携の取組（提携）

・東洋大学 平成17年5月提携

・埼玉工業大学 平成18年3月提携

・立教大学 平成19年7月提携

・日本工業大学 平成19年11月提携

・西武文理大学 平成19年12月提携

・埼玉大学 平成21年10月提携

５.東京に隣接しているものの地価が割安

出所:埼玉県

6.一人当たり県民雇用者報酬が高い

工業地・商業用地平均価格は、東京ばかりか、
神奈川県よりも割安
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埼玉県主要プロジェクト一覧埼玉県主要プロジェクト一覧

《駅周辺の整備》
1.大宮駅周辺地区再開発事業
2.大宮駅東口再開発事業
3.日進駅周辺地区開発事業
4.「西大宮駅」周辺地区開発事業
5.浦和駅周辺地区開発事業
6.武蔵浦和駅周辺地区開発事業
7.上尾駅東口市街地再開発事業
8.北戸田駅東１街区第一種市街地再開発事業
9.蕨駅西口地区再開発事業
10.武蔵野操車場跡地開発事業
11.越谷駅東口第一種市街地再開発事業
12.越谷レイクタウン特定土地区画整理事業

《新都心の整備》
1.さいたま新産業拠点（SKIPシティ)の整備
2.新都心タワー誘致跡地開発計画
3.本庄新都心地区整備

《新交通システム沿線の整備》
1.埼玉高速鉄道沿線の整備
2.つくばエクスプレス沿線の整備

《高速道路の整備》
1.圏央道IC等周辺の整備
2.三郷インターA地区の整備

《その他》
1.本田技研工業(寄居・小川工場)

・三郷

・大宮

・越谷
・浦和

・本庄

・寄居

・小川

・狭山

・上尾

・蕨

・川越

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付 ＡＡ＋（安定的） Ｒ＆Ｉ

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付 ＡＡ＋（安定的） Ｒ＆Ｉ
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埼玉版グリーン・ニューディール埼玉版グリーン・ニューディール

■埼玉版グリーン・ニューディール

平成２１年４月から展開。
環境対策を通じて景気回復・雇用創出と地球温暖化などの環境問題の解決を同時に実
現しようとする国の施策に連動し、「てこの原理」など「埼玉らしさ」を加え、市町
村とともに環境の改善と経済の活性化を一石二鳥で実現するもの。

（１）太陽光発電拡大プロジェクト推進事業

①県民への補助金制度創設
年間６，８００件の利用枠

②市民共同発電の補助制度創設
地域の公的施設に太陽光発電を設置する
県民やＮＰＯ、市民団体へ補助

③太陽光パネルメーカー、金融機関、県
・市町村など地域総ぐるみでの普及を
拡大

①県の公用車にハイブリッド自動車・
電気自動車など次世代自動車を導入
【県公用車に占める次世代自動車の割合】

(現状）７％ ⇒ （10年後）８０％へ

②民間事業者には「低公害車普及促進
対策補助」として通常車両価格との
差額の一部を補助

平成２１年度当初予算額 約７０億円 経済波及効果 ２５０億円

（２）次世代自動車普及促進事業
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（３）みどりの再生

①「彩の国みどりの基金」
県民とともに埼玉のみどりを再生し豊かな
自然を次世代に引き継ぐために設立
自動車税の一部と県民からの寄附で運営

②７１０万人県民一人一人植樹運動
県民・行政・企業・ボランティア団体等が
一体となり一人一本の植樹を行う

埼玉版グリーン・ニューディール埼玉版グリーン・ニューディール

（５）環境ビジネス支援事業

（４）川の再生

今後成長が期待される環境関連の新製品・新技
術に対し研究から販売まで段階に応じた支援を
行うことにより、事業化を促進し、環境ビジネ
スの振興と県内産業の競争力を強化

安らぎとにぎわいのある空間の創出と清流復活
の取組み
①水辺再生１００プラン
②県民参加による里川の再生
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圏央道の延伸効果圏央道の延伸効果

圏央道の全線開通により、東名、中央、関越、常磐、東関東などの各高速道と接続し、横浜港
、成田空港の他、新潟方面へのアクセスも格段に向上。埼玉県は全国屈指の交通の要衝。

平成21年度は川島IC～桶川JCT（仮称)間(延長
5.7㎞)の開設を予定。

埼玉県企業局は、平成19年度から圏央道沿
線における産業団地整備事業に取組んでい
る。

⇒ 菖蒲南部産業団地・川越第二産業団地
・騎西城南産業団地

•全国屈指の交通の要衝（平成２４年度中に県内全線開通予定）•全国屈指の交通の要衝（平成２４年度中に県内全線開通予定）
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埼玉県経済埼玉県経済①① ～全国順位～～全国順位～

総 人 口 715万人 2009年5月 全国５位(東京、大阪、神奈川、愛知）

事 業 所 数 24.8万ヶ所 2006年10月 全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

県 内 総 生 産 20.8兆円 2006年度 全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

製造品出荷額等 14.2兆円 2006年度 全国６位(愛知､神奈川､静岡､大阪､兵庫）

県 民 所 得 20.9兆円 2006年度 全国５位(東京、神奈川、大阪、愛知)

出所：総人口、事業所数 総務省
県内総生産、県民所得 内閣府
製造品出荷額等 経済産業省
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埼玉県経済埼玉県経済②② ～人口遷移～～人口遷移～
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  世  帯  

■埼玉県の移動人口■埼玉県内人口および世帯数

出所：国勢調査（08年、09年は埼玉県の推計調査） 出所：埼玉県

万人

万世帯
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埼玉県経済埼玉県経済③③ ～地価動向～～地価動向～

■基準地価（埼玉県）
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■公示地価（埼玉県）

毎年1月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移毎年7月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移
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出所：経済産業省、日本自動車販売協会連合会

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■大型小売店販売額
対前年比の推移

■乗用車新車販売台数
対前年比の推移
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県内経済指標県内経済指標②② ～消費支出等～～消費支出等～

■新設住宅着工戸数
対前年比の推移

■1世帯あたり消費支出額
対前年比の推移

出所：総務省、国土交通省

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。
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詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■鉱工業生産指数
対前年比の推移

■有効求人倍率
対前年差の推移

出所：経済産業省、厚生労働省、埼玉県
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詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■消費者物価指数
対前年比の推移

■企業倒産
倒産件数の推移

出所：総務省、埼玉県、帝国データバンク
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プロフィールプロフィール

■会社概要（平成21年9月末日現在）

設立 1952年（昭和27年）3月6日
本店 さいたま市大宮区桜木町一丁目10番地8
従業員数 2,171名
資本金 457億円
有人店舗 91か店（県内89、県外2)
店舗外ATM 125か所
ＡＴＭ・ＣＤ設置台数 482台

■店舗配置図

■経営理念
「地域共存」「顧客尊重」を永遠の企業理念とし、
埼玉の地元銀行として総合金融サービスの向上に努
め、地域経済・社会の発展に貢献する。
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当行データ当行データ①① ～貸出金の推移～～貸出金の推移～
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当行データ当行データ②② ～預金等の推移～～預金等の推移～

（単位：億円）

04年/3月 04年/9月 05年/3月 05年/9月 06年/3月 06年/9月 07年/3月 07年/9月 08年/3月 08年/9月 09年/3月 09年/9月
15/下 16/上 16/下 17/上 17/下 18/上 18/下 19/上 19/下 20/上 20/下 21/上

預金総体 27,121 27,597 28,045 28,425 28,806 29,159 29,650 30,079 30,432 30,793 31,746 32,652
円預金 27,046 27,520 27,948 28,343 28,746 29,097 29,601 30,024 30,349 30,711 31,636 32,533

流動性 13,436 13,926 14,413 14,748 15,661 15,799 15,986 15,905 15,893 15,421 15,641 15,471
個人 9,259 9,674 10,049 10,309 10,632 10,766 11,043 11,002 11,054 10,999 10,998 10,910
法人 4,177 4,252 4,364 4,439 5,029 5,033 4,943 4,903 4,839 4,422 4,643 4,561

固定性 13,610 13,594 13,535 13,595 13,085 13,298 13,615 14,119 14,456 15,290 15,995 17,062
個人 11,652 11,616 11,607 11,520 11,251 11,273 11,392 11,744 12,271 12,664 13,045 13,476
法人 1,958 1,978 1,928 2,075 1,834 2,025 2,223 2,375 2,185 2,626 2,950 3,586

外貨預金 75 78 98 82 61 62 49 55 83 82 110 118
個人預金 20,975 21,357 21,743 21,900 21,933 22,094 22,478 22,790 23,397 23,734 24,142 24,497
法人預金 6,146 6,240 6,302 6,525 6,873 7,065 7,172 7,289 7,035 7,059 7,604 8,155

譲渡性預金 115 86 46 15 150 374 685 1,101 1,106 790 257 173
預金等合計 27,236 27,683 28,092 28,441 28,957 29,533 30,336 31,180 31,538 31,583 32,003 32,826

県内シェア（％） 10.59 10.72 10.86 10.95 11.02 11.07 11.11 11.24 11.21 11.23 11.37 11.58

（単位：億円）

04年/3月 04年/9月 05年/3月 05年/9月 06年/3月 06年/9月 07年/3月 07年/9月 08年/3月 08年/9月 09年/3月 09年/9月
15/通期 16/上 16/通期 17/上 17/通期 18/上 18/通期 19/上 19/通期 20/上 通期 21/上

預金総体 26,488 27,316 27,485 28,141 28,290 28,766 28,860 29,551 29,770 30,362 30,697 32,220
円預金 26,413 27,238 27,401 28,053 28,212 28,702 28,802 29,504 29,717 30,277 30,603 32,107

流動性 12,936 13,591 13,787 14,419 14,679 15,490 15,507 15,672 15,610 15,436 15,379 15,420
個人 8,889 9,443 9,619 10,117 10,314 10,765 10,851 11,080 11,092 11,125 11,095 11,026
法人 4,048 4,148 4,168 4,302 4,365 4,726 4,656 4,593 4,519 4,312 4,284 4,394

固定性 13,477 13,647 13,614 13,633 13,532 13,211 13,294 13,831 14,107 14,841 15,224 16,686
個人 11,668 11,649 11,637 11,601 11,509 11,235 11,269 11,587 11,811 12,435 12,626 13,273
法人 1,809 1,998 1,978 2,033 2,024 1,976 2,026 2,245 2,295 2,406 2,598 3,413

外貨預金 74 77 84 88 78 64 58 46 53 85 94 113
個人預金 20,620 21,159 21,329 21,795 21,891 22,064 22,174 22,706 22,947 23,634 23,805 24,403
法人預金 5,868 6,157 6,157 6,346 6,399 6,702 6,687 6,845 6,823 6,728 6,892 7,817

譲渡性預金 91 112 86 36 33 253 393 913 965 1,069 845 160
預金等合計 26,579 27,428 27,572 28,177 28,323 29,019 29,254 30,465 30,736 31,431 31,542 32,380

預金等利回り 0.039% 0.029% 0.029% 0.031% 0.030% 0.059% 0.102% 0.245% 0.269% 0.302% 0.272% 0.207%
預金利回り 0.039% 0.029% 0.029% 0.030% 0.030% 0.058% 0.100% 0.229% 0.248% 0.282% 0.261% 0.206%

末残

平残・利回り



18

当行データ当行データ③③ ～有価証券の状況～～有価証券の状況～
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当行データ当行データ④④ ～預り資産・自己資本の状況～～預り資産・自己資本の状況～

（単位：億円）

04年/9月 05年/3月 05年/9月 06年/3月 06年/9月 07年/3月 07年/9月 08年/3月 08年/9月 09年/3月 09年/9月

16/上 16/下 17/上 17/下 18/上 18/下 19/上 19/下 20/上 20/下 21/上

預り資産 1,714 2,231 2,752 3,314 3,844 4,412 4,790 4,714 4,819 4,622 4,911

投信 743 848 1,057 1,300 1,480 1,739 1,849 1,499 1,355 1,028 1,170

国債 719 1,046 1,237 1,440 1,661 1,826 1,941 2,076 2,176 2,207 2,223

年金保険 252 337 458 574 702 845 999 1,137 1,287 1,386 1,516

（単位：億円）

04年/9月 05年/3月 05年/9月 06年/3月 06年/9月 07年/3月 07年/9月 08年/3月 08年/9月 09年/3月 09年/9月

16/上 16/下 17/上 17/下 18/上 18/下 19/上 19/下 20/上 20/下 21／上

自己資本総額 1,399 1,438 1,474 1,721 1,824 1,864 1,911 1,967 1,958 1,930 1,935

うちTierⅠ 979 1,010 1,060 1,306 1,357 1,403 1,458 1,489 1,458 1,412 1,418

うちTierⅡ 421 428 415 415 467 464 456 480 502 520 518

控除項目 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 3 △ 4 △ 2 △ 2 △ 2 △0

自己資本比率 9.12% 9.27% 9.28% 10.21% 10.52% 10.51% 10.39% 10.34% 10.40% 10.10% 10.39%

TierⅠ比率 6.38% 6.51% 6.67% 7.75% 7.84% 7.91% 7.93% 7.83% 7.75% 7.39% 7.61%

分配可能額 218 249 299 364 416 461 516 548 516 430 476

144 118 78 51 59 47 79 146 174 212 184

自己資本

繰延税金資産（純額）

預り資産（投信は時価ﾍﾞｰｽ）
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